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1.  はじめに

　1992年に「構造的素材の新機軸」という研究課題設定
から、様々な討議を経て産み出されたのがエコマテリアル
概念1）だった。1990年代において先導的なコンセプトで
あった「エコマテリアル」は、20年間にわたる産学官に
よる研究開発と社会的認識の広がりにより、いまやすべて
の材料関係者が意識するべき日常的材料の必要条件になる
に至った。このようにエコマテリアルが世界的に普通名詞
化したのは、翻ってみると、その視点が時代を先取りして
いたことに加え、その定義についてしっかりと議論がなさ
れたことが大きい。日本発の材料の新しい概念には、イン
テリジェント材料、傾斜機能材料など様々あり、それなり
の影響と成果をそれぞれが残しているが、名前がそのまま
世界的に残ったのは意外と少ない。しかし、「元素戦略」
や「都市鉱山」2, 3）、「震災復興に向けたリサイクル技術」
など、世の中をリードするコンセプトの発信源である一方、
エコマテリアルが世の中をリードしていくべき中核的課題
やその技術的具現化の方向性を徐々に失い、新たな展開に
苦慮するようになっている。
　一方、工業製品の生産、消費、リサイクルおよび廃棄の
それぞれの過程がグローバルな競争環境や物質循環にさら
される中、世界的な経済活動拠点の変化に合わせた動きも
加速している。例えば、東・東南アジアにおける急速に進
む少子化や都市化（雇用経費の高騰）の波は、日本、韓国、

台湾、中国、シンガポールからタイやベトナムへと及んで
いる。消えゆく若い労働力にともない、低コスト生産から
工程自動化あるいは付加価値を生む生産への転換、品質保
証、部品あるいは材料の現地調達率など、異なる課題の共
有（混沌）から整理（設定）が求められる。東南アジアの
国々は、グリーンモノづくり（エコマテリアル）を共有で
きる国民性、すなわち、勤勉で品質にこだわるエンジニア
への期待が高いと言われている。そのため、多くの日本企
業が、東南アジアにおいて裾野（部品）産業の育成、付加
価値を生む工業化を推し進めるべく、自社での人材教育に
努力されている。このような地道な努力の積み重ねの一つ
に日本発のエコマテリアル概念が取り入れられ、材料のサ
ステイナビリティに通ずる社会システム構築に活かされる
ことを求めたい。
　以上を踏まえ、エコマテリアル概念の新しい側面につい
て議論がなされている内容について紹介したい。特に、製
品に用いられている材料の「こだわり、気配り」を消費者
に伝える、材料のサステイナビリティ・パフォーマンス（ロ
バスト設計）の観点からみてみたい。

2.  エコマテリアルの変遷

2.1  エコマテリアル概念4）

　Environmental Conscious Materials（環境を意識した材
料）から生まれた造語である「エコマテリアル」の概念1）
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は、フロンティア性（材料性能）、環境調和性（環境への
配慮）、アメニティ性（人への優しさ）を3つの軸として、
優れた特性・機能を持ちながら、より少ない環境負荷で製
造・使用・リサイクルまたは廃棄でき、しかも人に優しい
材料（または材料技術）として定義された。材料のライフ
サイクル（製造時から廃棄時まで）全体での環境負荷と、
それに対して得られる機能・特性とのバランス（環境効率）
を考え、 環境効率を大きくするよう努力することがエコマ
テリアルへの道として示されている。
　21世紀に入り、様々なエコマテリアルが世の中に現れ
るようになり、エコマテリルの分類とガイドラインの策定
が進んだ。Fig.1はその最初のものであり、材料がもたら
すインパクトを環境調和機能、省エネルギー、ライフサイ
クルアセスメント（LCA）設計の3つを特徴とするグルー
プに整理することで、エコマテリアルの分類が得られた5）。
これらを基にEco-Starと称する生産者側の視点に立った6
つのタイプの材料分類に整理がなされた6）。すなわち、

（1）環境改善型、（2）高性能・高機能材料型、（3）有害物
質フリー型、（4）エコ製造プロセス型、（5）リサイクル考
慮型、（6）資源枯渇回避型である。エコマテリアルガイド
ラインでは、サスティナブル社会を目指して、製品（材料）
やその利用における環境効率を最大にすることをエコマテ
リアルに課し、環境保全、有害物質や廃棄物の最小化、省
エネルギー、リサイクル性大、資源枯渇回避、必要十分な
性能とサービス機能に向けた取り組みを掲げたものである。

2.2  環境効率

　環境効率を最大化するには、製品のライフサイクルを通
じた環境、資源、利用効率などについて最適化を要する。

そのためには、環境効率を各要素に分割し、それぞれにつ
いて評価することが必要であり、式（1）に示すように要
素を設定した2）。
	

	

� （1）

ここで、EBは、環境負荷（Environmental Burden）であ
る。各要素は6つのタイプの材料分類に対応するように設
定されており、それらには定量化可能なものと困難なもの
とが混在している7）。そこで、材料の環境情報指標として
評価する手法の提案などが行われた5）。当初は、環境配慮
という行為そのものが目新しかった領域で、具体的な環境
改善の効果が求められ、 さらには高い目標の達成が期待さ
れるようになっている。しかし、はたして目標を達成する
に必要な技術あるいはシステム基盤を我々の社会が準備で
きているのか、 疑問である。つまり、生産者による環境改
善の取り組みを正しく理解するに足る環境情報を一般市民
が得るには不十分な状況のままにある。

2.3  マテリアルセキュリティ

　様々な材料は現代社会の発展に欠かせないものであるが、
製品の大量生産・消費・廃棄にともない、環境負荷という
負の遺産を地球上に残している。しかも、その流れは先進
国から世界中へと急速に広がり、拡大の一途にある。さら

Figure 1.  Three classifications of ecomaterials in 21st century5）.
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に、レアメタル資源の地域偏在に代表される資源供給リス
ク問題が顕在化してきた。そのような中、石垣島宣言8）

において、エコマテリアルに関わる研究者らが資源利用に
関わる3つの原則を提示した。すなわち、（1）資源保全、

（2） 環境保全、（3）地域および世代間の平等である。これ
らの原則に基づき、材料の利用者に対して資源利用に関わ
る4つの実践を説いている。それらは、（1）必要最小量、

（2）完全利用、（3）繰返し再利用、（4）豊富な資源の利用
である。しかし、単なる一方的なメッセージでは、市民の
理解と要求に基づく生産者への圧力につながらない。また、
経済発展を進める国々からは先進国のエゴともとらえかね
られない。我が国が蓄積してきた技術やノウハウを駆使し、
世界の国々と足並みを揃え、積極的に資源マネージメント
に寄与していかなければ、脱物質化（Dematerialization）
システムに向けた動きは進展しない。何より、機能やサー
ビスそれ自体に価値を持たせ商品化するサービスサイジン
グは、未来社会が向かうべき基本的方向であることを意識
共有する取り組みが必要である。

3.  エコマテリルの新展開

3.1  市民とのコミュニケーション9）

　これまで、3R（reduce, reuse, recycle）を含む低環境負
荷プロセスおよび材料、LCA評価法、マテリアルフロー分
析（MFA）などを生み出し、10万点以上のエコプロダク
トが開発販売されてきたが10）、我が国の民生部門からの地
球温暖化ガス（GHG）排出量は増加の一途であるなど、生
産者側の環境効率追求や一製品のライフサイクルが対象で
あることに限界がある。社会技術研究への展開11, 12）や環
境情報指標の標準化7）などを目指したが、都市・地域構造
に適合した資源循環型社会システム構築へのハードルは依
然として高い。市民、NPO、地方自治体および製品メーカー
を対象とした調査事業の結果6）、市民と製品メーカーの間
には、大きな環境活動のミスマッチが認められた。これは、
製品メーカーが製品の環境情報の公開に消極的なことによ
る。生産者は消費者に向けた情報提供と啓発をより積極化
させ、消費者は日本産品の優秀さやこだわりを知って消費
行動に繋げ、賢明な国内市場を醸成することが求められる。
　そこで、第9回エコマテリアル国際会議では、エコマテ
リルに大きく関与されてきた方々を交えて全体討議を行
い13）、2050年に向けたエコマテリアルロードマップをま
とめた14）。Fig.2に示すように、発展段階（phase）を、

Phase 1：環境効率を高める（生産者の視点）＝Eco 
Starの適用

Phase 2：環境調和の拡大と環境活動の実践（消費者の
視点）＝省エネルギー、省資源、再生可能エネルギー、
リサイクル、回生などを知る

Phase 3：地域社会に適合する新たな生活スタイル（将
来）＝地産地消、スローライフなど

の3つに分類した。これらは、エコマテリアル概念を提唱
した際の3つの軸、すなわち、フロンティア性、環境調和性、
アメニティ性を継承するものであり、Fig.3に示すように
対応づけられる。従来の開発がフロンティア性と環境調和
性に主軸をおいてきたのに対し、アメニティ性に新たな主
方向を求めるパラダイム転換を伴っている14）。それには、
消費者とのコミュニケーションを取り入れる必要がある10）。
　一方、サスティナブル社会といえばグローバルな目線で
見られることが多く、地球全体の環境問題を解決すること
でサスティナブルな日本社会が実現できると捉えられてき
た。しかし、様々な安全保障がサスティナビリティの根幹
であり、地球全体解から将来日本の在り方を捉えることだ
けでなく、日本が抱えている問題を足下から解決すること
の重要性が再認識されている。製品に関連した環境活動は、
日本の物質安全保障に則する実践と捉えることもできる。
様々なエコマテリアルの創出とエコプロダクトの販売がな
されてきたが、その波及効果は限定的であった。製品を構
成する材料（素材）を世に送り出すのは材料メーカー、製
品選択に基づくライフスタイルの最終決定権を有するのは
市民である。製品を通して市民の環境意識を高め、環境活
動を支えて活性化すること、これが日本の強みである材料

Figure 2.  Road map of ecomaterials and eco-products in Japan14）.

Figure 3.  Ecomaterial development taking into consideration a 
holistic view of the ecosphere14）.
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産業に求められている。エコマテリアル概念の基本は製品
および材料の環境効率にあるが、LCAによる環境負荷低
減評価だけでは自社比でしか定量化できない。程度の差は
あれ、素材がエコとなっていることはすでに自明であり、
素材側の「こだわり、気配り」が製品や市場をうまく生み
出している事例に差別化のヒントを求めたい。「こだわり、
気配り」を消費者にPRする方法論として、ブランド確立「日
本ブランド化」10）を位置づけられないであろうか。その
ためには、素材側とユーザーとを結ぶコミュニケーション
ツールが必要であり、エコマテリアルが果たす役割の一つ
に掲げたい10）。その際、グローバルな製品の基本要件に
加え、地域に適合する、あるいは地域性を特徴とするブラ
ンド確立であることから、主体性を担保したインターナ
ショナルな視点からチャレンジすることが必要であろ
う10）。したがって、将来の地域社会に適合する新たな生
活スタイルでは、マテリアルフローについても見直しを進
めていくことが必要であり、できるだけ近くの地域や経済
圏においてリサイクルをはじめとする物質循環を行うこと
を目指したい（Fig.4）。地産地消はその象徴的取り組みの
一つであろう。

3.2  材料のロバスト性14）

　上述の造語である「日本ブランド化」の意図する中身は
コミュニケーションであり、具体的には信頼性、安全性、
社会性、環境適合性、アメニティ性など素材のサステイナ
ビリティ・パフォーマンス（ロバスト設計）を具備するこ
とが挙げられる（Fig.5）。中でも、エコマテリアルの新展
開に掲げるキーワード、アメニティとは一体何だろうか。
消費者に愛される（安心で心地ちいい、MOTTAINAI）、
消費者への優しさ（生産者と消費者の間のコミュニケー
ション、WA15））といった感覚であろうが、そこには、生
産者側の技術的拘りや消費者への配慮、製品情報提供など
について問題意識を高める必要がある。WAの意味すると
ころは、和（accommodation and harmony）、輪（gathering 

together）、環（link and circulation）、話（communication）
を含む15）。心地いいを目指すには、生産者が目指す高機
能と信頼性・安全性、品質保証、長寿命が基本であり、こ
れに消費者が愛する製品・素材であることが付加されなけ
ればならない。単なる革新的製品ではなく文化的な美しさ
や伝統的な重みを、新しい製品の使い捨てでなく手になじ
む、生活や感性にマッチするを重視することになる。しか
も、そのような優れた製品が地域以外の世界においてその
価値観を認められて広まるには、2つの側面を強く結びつけ、
いわゆるクールあるいは新感覚の見方を引き出すことでは
ないだろうか。ポスト・グローバルあるいは次世代に向け
たアメニティ性は、自然調和だけでなく生活・人間調和を
求めるものであり、オリジナリティやセンスを活かすブラ
ンド化であろう。これらを具備した「強く、やさしく、た
くましい」素材こそがロバスト設計であり、安心と安寧を
求める社会を構成する材料となり得る。
　ただし、アメニティ性の定義には大きな注意を払う必要
がある。これまで、エコマテリアルの定義がしっかりと議
論され、観念的な概念を排除してきたことが研究開発につ
ながった。感性に訴える内容が拡大することから、具体的
な材料技術開発に結びつける要素とその定義を明確にして
いく必要がある。

3.3  中核的課題とその技術的具現化の方向性6）

　エコマテリアルの新展開を議論するにあたり、コンセプ
トの鮮明化、技術課題への落とし込み、その要素技術の結
集を図るべく、（1）身辺資源材料、（2）イノベーションの
実用ツールに必要なすりあわせ創材、（3）メーカーと消費
者とのコミュニケーションを進める材料の社会システムパ
フォーマンスの3点を中核的課題に掲げて、その技術的具
現化の方向性の議論がエコマテリアルフォーラム内で進め
られつつある。ここでは、3点の概要について紹介する。
　（1）身辺資源材料とは、従来の「良い資源を集めて優れ
た材料を造る」から「身近にある資源で優れた材料を造る」Figure 4.  An illustration of material flow concept14）.

Figure 5.  Factors for the robust design of materials14）.
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へのパラダイム転換である。その例として、汎用元素、バ
イオマスやウッドセラミックス、リサイクル材料などがあ
る。従来の方向では見えなかった新たな材料技術の突破口
を求めようとするものである。
　（2）すりあわせ創材は、まさに日本のモノづくり技術で
あり、それが「技能」となっていたものを「技術」として
学術の立場で伝承すべき方向性が議論の対象である。「す
りあわせ」とは、部材化技術におけるミクロンメートル
オーダーの整合性や熱膨張率など異なる材料間に生じる物
性値の違いを活かした技術を意味し、それが日本のモノづ
くりを支え、さらに省エネ、エコ製品技術への展開につな
がっている。これらは、学術の世界では機能ごとに細分化
され、製品毎に企業ノウハウの中に蓄積されてきたが、今
や企業内部においても技術蓄積や後継者育成が途絶えよう
としている。これをいかに学術における工学体系として伝
承していくかが課題になっている。
　（3）材料の社会システムパフォーマンスは、「世界の工場」
の席捲など開発途上国市場を強く意識した製品生産の拡大
が、従来の日本型の「優れた材料を安定した市場に提供す
る」という方式を時代遅れのものとする中で、「世界の工場」
が席捲した後の安心と安寧を求める（ポストグローバル）
社会に対して、その社会システムを構成する「強く、やさ
しく、たくましい」素材のロバスト設計手法を見出し、方
向性を明確化させることである。そして、社会的なシステ
ムとしてのサステイナビリティ・パフォーマンスを評価し、
その貢献度を明確にする手法への展開を意図している。

4.  構造部材における問題点

4.1  使われてこそ材料

　嗜好品やブランド品のようなニッチあるいは少量多品種
な製品と大きく異なる大量生産製品について、構造部材の
場合を例にとり、ロバスト設計に関わる課題を概観してみ
たい。鉄鋼、アルミニウム合金、プラスチック製品に代表
される構造部材は、大量生産、大量消費、大量廃棄・リサ
イクルがなされるだけでなく、それらの生産とリサイクル
とは経済合理性に大きく左右される。環境負荷も大である
ことから、低環境負荷で高付加価値製品・サービスに要す
る高度プロセス技術のみならず、3Rの推進およびリサイ
クル材料の積極的利用は、資源生産性と長寿命材料の高度
化に資する材料設計に欠かせない。
　「使われてこそ材料」の概念は、エコマテリアルにおい
ても前提となる。ただし、材料が製品設計と全ライフサイ
クルの考慮のもと、その環境効率を最大化することが求め
られる。その一例が、材料組織制御によるリサイクル材料
の高性能化や不純物元素の逆利用といった研究開発であ
る16-19）。一方、製品においては、マルチマテリアル設計

がより進化しており、例えば自動車リサイクルにおいては、
種々の高強度鋼板や特殊鋼材、アルミニウム展伸材と鋳造
材が接合あるいは複合化している。車体用鋼板だけでも
Fig.6に示すような様々な鋼種選択と微量元素（マイクロ
アロイ）の添加が必要である。そのため、廃自動車リサイ
クルにおける材料分別は以前よりも格段に困難さを増して
いる。このような中、様々な自動分別技術の開発や様々な
リサイクル法の制定が進められてきているが、材料分離コ
スト低減と回収におけるより合理的な社会システム構築の
重要性は増している。

4.2  スクラップの品質制御

　廃棄製品の解体においては、低コストのみでなく、高価
格・高品質スクラップ材の視点を入れることが資源効率を
考える上で欠かせない。これまでの老廃スクラップの解体
選別過程におけるトランプ元素量の低減に留まらず、生産
者側が、自らが欲しいリサイクル材料を低コストで得るた
めに、スクラップの選別や品質制御のための工程を備える
取り組みが求められる。高品質な（分別された）老廃スク
ラップの要求が高いことを示すことにより、高品質のスク
ラップ材を遠方から購入するというのではなく、さらには
ある一定のスクラップ選別や品質制御を生産者自らが備え
ることにより、スクラップの国際移動が減少することを期
待したい。すでに鋼材スクラップにおいて動きは進んでお
り、その有効性は高まるものと考えられる。
　以前に、我が国を中心としたアルミニウム・マスフロー
と取り巻く循環型プロセス研究開発について概観し、再生
地金生産と自動車関連産業との産業融合体におけるマスフ
ローのユニット化、そして、ニーズと原料の多様化に対応
できる材料設計と小規模・多品種生産技術の開発について
課題を整理した20）。アルミニウム資源の海外流出を問題
点の一つに挙げたが、Fig.7はアルミニウムスクラップの
日本と中国との間の輸出入量について推定したものであ

Figure 6.  Stress-elongation diagram showing the different steel  
families and typical microalloying elements contained for the auto-
motive sheet.
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る21）。アルミニウム製品の生産量とスクラップ量ともに
増大してきているが、新塊の供給量は生産量の約70％で
変化なく、大量の老廃スクラップが中国に輸出されてきた。
それは、経済性が優先するシステムの存在に左右される結
果であるが脚注1）、これまでのアルミニウムリサイクルが
アルミニウム缶材を除くとカスケード利用が主体であるこ
とにもよる。
　今後は、加工スクラップと同様に、高品質な老廃スク
ラップの利用は、生産者側のスクラップ材利用の適用選択
範囲を格段に広げるものであり、老廃スクラップの生産者
側とリサイクル側とが協働して進める材料のサステイナビ
リティに資する技術開発につながり、鉄鋼、アルミニウム
合金、プラスチックなどの大量生産材料においてそれぞれ
に進展することを期待したい。

5.  おわりに

　エコマテリアル概念の新たな展開にあたっては、企業や
研究者間の環境を軸にしたコミュニケーションを基礎とし
て、そこに市民も参加し、新しい日本らしく世界で通用す
る市場形成に立ち向かうことが求められる。異なる分野の
研究者・技術者間、基礎研究と実用化研究、市民と製品
メーカーなど、いろいろな関与者間での本質的なコミュニ
ケーションが重要な鍵である。また、グルーバルな材料性
能を具備するだけでなく、材料のロバスト設計を具備する
日本ブランド化が、社会のサステイナビリティを高めると
考える。
　一方、大量生産拠点のアジアへの移動・拡大は、新たな
生産分業体制やマテリアルフローループ構築を伴う。これ
まで我が国が進めてきたグリーンモノづくり（エコマテリ
アル）をアジア各国における工業生産活動において共有す
ることは、サスティナブル社会を築く上で欠かせない。し
たがって、日本におけるエコマテリアル（Phase 1）をア

ジア各国に展開することは、我が国の大きな役割と考える。
高付加価値製品開発・生産をも含む技術展開と、品質にこ
だわるエンジニア教育を企業だけでなく、大学教育交流も
交えて進める必要がある。
　さらに、我が国の人材育成においても、開発課題・現場
技術の抽出や広い視野で本質をとらえるに必要な能力欠如
が心配される。これまでの、分野縄張り意識に基づくイノ
ベーション能力の欠如、クローズすべき技術の選択ができ
ない（すべての技術をクローズ）ことによる若手人材の足
腰弱体化、低コスト競争・購買調達優先・他者にゆだねる
目先のクレーム処理対応により失われた現場技術など、課
題は山積している。このような中、エコマテリアル概念の
新たな展開に取り組むことにより、人材育成の一助を担え
るのであれば幸いである。
　以上、エコマテリアル概念の新しい側面について議論が
なされている内容を紹介した。エコマテリアル特集の総説
として任を担えたかどうか心配であり、雑駁な内容記述と
なったことをお詫びしたい。最後に、本稿は主にエコマテ
リアルフォーラムでの議論や活動をまとめたものであり、
原田幸明氏、篠原嘉一氏をはじめ、エコマテリアルフォー
ラム関係各位に感謝したい。

（平成25年11月14日受付）
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